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本稿は、第一部において救援活動における行政対応の研究において先行研究と方向性を著しく異にする新たな比較視座を提

示した。すなわち、異なる救援活動同士では一回性により活動開始から活動終了までの包括的な全活動を分刻みで比較する

ことは膨大性もあり一見して不可能であるにもかかわらず、大別して 4 種類の活動に限定すれば可能となることを示した。 

 このことは、全活動について分刻みで比較するとしなければ、多数の人命・財産の損失に直接関わる問題として、つまみ

食い的・恣意的な比較対象の選択を未然に封じ分析の客観性を一般的な視座の次元で確保することを企図したものである。 

 具体的には、基本的に放置しても事態が改善しないことに着目し、ここから演繹法により一般論として少数の例外的と位

置付け可能な対応を示した。このことにより、たとえ包括的かつ分刻みであっても、少数の一般的に例外的位置付けが可能

な対応の有無・消長として事例を越えた比較が可能となる。結果論ではあるが、これらは極めて消極的か極めて積極的な対

応のいずれかとなるものとして、特徴を指摘することには適したものとなった。 

 この比較視座の創出は、アメリカ災害社会学を中心とした群集行動論か単なる類型化に偏した災害研究、及び意思決定過

程分析か単なる類型化に偏した政治学・行政学の危機管理研究以外の研究形態を企図したものである。具体的には、包括的

ゆえ問題となる組織間関係について、組織論にありがちな単なる一般的な仮説・命題の提示に止まらないものとすべく、分

刻みの対応の比較・検証が可能となる形態を提示した。 

 更に、この視座の創出に伴う形で、基本的に相対的なものに止まる集権・分権の意義の絶対化が可能となる場合、また資

料不足に対して外見だけで特定の動機が推測可能となる基準等を提示した。このことは、議論の再構成となるものである。 

 第二部では、この比較視座に即して 1891（明治 24）年の濃尾地震から、1995（平成 7）年の阪神・淡路大震災、更には 2004

（平成 16）年の新潟県中越地震までを、自然災害のみならず空襲・原爆も含めて取り上げ、同一の視座に即して一国単位で

何が変わり、何が変わらなかったかについて、それぞれについて提示し、可能な範囲内で多角的かつ仔細な分析を行った。 
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